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研究成果の概要（和文）：本研究では、確率論的地震動評価などに広く用いられている地震動予測式を高度化して、先
進的で精度の高いものにすることを目的として検討を行い、地震動予測式における基本的な変数である距離に関して改
善の余地があることを明らかにした。その上で、上盤効果などの見かけ上の現象を解消できるような、新たな距離の定
義を提案するとともに、日本で発生した最新の地震を含む強震動データベースを用いて、この距離の定義に基づく基盤
上の地震動予測式の構築を行った。本研究で得られた地震動予測式の知見は確率論的地震動評価などの高度化に寄与で
きるものと期待される。

研究成果の概要（英文）：In this study, we found that the definition of source-to-site distance, a 
fundamental variable in the ground motion prediction equation, can be improved. We then proposed a new 
source-to-site distance called the median line distance (MED). Based on this distance and the strong 
motion database including those from recent Japanese earthquakes, we developed a new ground motion 
prediction equation on the bedrocks. In the new equation, apparent source effects, such as the hanging 
wall effect, can be solved to some extent. The knowledge obtained in this study is expected to contribute 
to an advancement of probabilistic ground motion assessment.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
地震災害は多くの場合，地震そのものでは
なく地震による揺れ（地震動）により発生す
るので，将来の地震災害を軽減するためには
地震動を的確に予測することが重要なポイ
ントのひとつとなっている．たとえば，この
地震動予測の我が国におけるもっとも大規
模なプロジェクトとして，地震調査研究推進
本部による「全国地震動予測地図」（地震調
査委員会，2009）があり，このプロジェクト
は「確率論的地震動予測」と「震源断層を特
定した地震動予測」という二種類の地震動予
測で構成されている．後者の震源断層を特定
した地震動予測は，震源断層モデルを構築す
るための標準的な手法（レシピ）が作られる
など，近年の学術的な成果に基づいた予測に
なっているのに比べ，前者の確率論的地震動
予測は従来の手法を踏襲した手堅い予測に
なっている．一方，国外の研究動向を見ると，
確率論的地震動予測においても近年，活発な
学術研究が行われるようになってきた．米国
Pacific Earthquake Engineering Research 
Center（PEER）による Next Generation 
Attenuation Relationships（NGA）プロジ
ェクトはその代表例で，確率論的地震動予測
の核心部分である地震動予測式（距離減衰を
中心とした地震動の経験的予測式）を高度化
しようとする学術研究が精力的に行われて
いる．本研究ではこうした国内外の研究動向
を踏まえて，新たな学術研究に基づき次世代
地震動予測式を構築することにより，我が国
の確率論的地震動予測を大きく高度化させ
ることは必要になってきた． 

 
２．研究の目的 
我が国の標準的な地震動予測地図である
「全国地震動予測地図」では「確率論的地震
動予測」と「震源断層を特定した地震動予測」
が行われているが，後者では先進的な予測手
法が考慮されているのに対して，前者では従
来型の手法が用いられるにとどまっている．
そこで本研究では，同地図の作成や審議を行
った研究者で研究組織を作り，前者の予測手
法，特にその核心部である地震動予測式に対
して，先進的で精度の高いものを構築するこ
とを研究目的とする． 

 
３．研究の方法 
（１）平成 23 年度の研究実施項目 
2011 年 3 月 11 日に発生した Mw9.0 の東北
地方太平洋沖地震は，我が国において初めて
観測された M9 クラスの超巨大地震であり，
この地震では多数の高品質の強震記録が得
られていることから，平成 23 年度は，東北
地方太平洋沖地震について重点的に調査・研
究を行った．まず，データセットの作成チー
ムでは，当該地震の地震動データベースの作
成を強震記録，地盤条件の両面から行った．
作成したデータベースをもとに，予測式の構
築チームは，東北地方太平洋沖地震の観測記

録と既往の距離減衰式や過去に発生した Mw8
クラスの地震記録との比較検討により，マグ
ニチュード９クラスの超巨大地震の距離減
衰特性を検討した． 
（２）平成 24 年度の研究実施項目 
平成 24 年度では，平成 23 年度に行った
2011 年東北地方太平洋沖地震（M 9.0）に関
する研究成果を踏まえて，地震動予測式の定
式化とデータセットの作成の両面から以下
の研究を実施した．地震動予測式の定式化に
関連して，①既往の地震動予測式と 2011 年
東北地方太平洋沖地震の観測記録の比較を
行い，距離定義による影響が顕著であること
を確認した．また，上盤効果など距離の定義
に由来する問題点も明らかになってきた．平
成 24 年度には「中線距離」を新たに定義し，
地震動最大値の地震動予測式を作成した上
で，その利点などの予備的な検討を行い，上
盤効果の影響はある程度解消されるなどの
有効性を確認した．②小地震の減衰特性は大
地震に比べて高減衰率になっていることが
多いことが観測記録から判明し，観測記録の
分析と地震動シミュレーションの両面から
検討を行った．③データセットの作成に関し
ては，平成 23 年度において収集したデータ
セットとともに，継続的に震源情報や観測記
録の収集を行った．④地震動予測式の作成に
おいて，地盤増幅特性の影響に関する検討は
重要であり，特にやや長周期地震動において
は深い地盤構造の影響を考慮する必要があ
るため，これらの周期帯域の地盤増幅特性に
関する検討を時間をかけて行ってきた． 
（３）平成 25 年度の研究実施項目 
平成 25 年度の研究では，2011 年東北地方
太平洋沖地震の距離減衰特性に関して引き
続き検討を行うとともに，新たに定義した
「中線距離」を用い，地震動予測式を開発す
るためのデータセットの作成と予測式の定
式化の両方に関して，以下の各項目について
研究を実施した． 
①東北地方太平洋沖地震に関して，異なる
距離の定義により地震動距離減衰特性が変
化することに注目して，詳細な検討を行った．
②近年日本において発生した主な地震につ
いて，中線距離を用いた地震動最大値の予測
式を作成するためのデータセットを作成し
た．③作成したデータセットを用いて，中線
距離を用いた地震動最大値の予測式を試作
した．また，中線距離を採用することにより，
震源近傍における地震動評価において重要
な上盤効果に起因する地震動のバラツキが
減少していることを確認した．さらに，予測
式の妥当性についても確認を行った．④地震
動予測式に含まれる不確定性のモデル化に
関しても検討を行った． 
（４）平成 26 年度の研究実施項目 
平成 26 年度の研究では，以下の各項目に
ついて研究を実施した． 
 ①平成 25 年度で作成したデータベースの
対象地震を含めて，日本において発生した主



な地震をターゲットに，震源情報のデータ，
強震観測記録及び強震観測点の地盤情報を
収集して，加速度応答スペクトルのデータベ
ースを構築した．②強震記録は，地盤増幅特
性の簡易評価式を用いて観測記録を硬質岩
盤に変換して，地震動予測式を作成するため
のデータセットを作成した．③作成したデー
タセットを用いて，中線距離を用いた加速度
応答スペクトルの地震動予測式を作成した．
その際に，中線距離を採用することにより，
いわゆる上盤効果に起因する震源近傍にお
ける地震動のばらつきが減少していること
を確認した．④地震動予測式に含まれる不確
定性のモデル化に関して検討を行った． 
（５）平成 27 年度の研究実施項目 
平成 27 年度の研究では，以下の各項目に
ついて研究を実施した． 
①地震動予測式に用いる距離のパラメー
タについて，中線距離の開発に続いて，より
物理的意味の明瞭な距離計算法を新たに開
発することにした．これにより，地震動予測
式の定式化に関して，地震動予測精度を向上
できること，予測式の物理的意味はより明確
になることが期待される．②地震動の応答ス
ペクトルから地震波を作成する際に重要な
継続時間の予測式について検討を行い，地震
動の累積パワーに基づく地震動継続時間の
予測式を新たに作成した．③地震動データセ
ットの作成において，比較的に硬い地盤に設
置されるダム観測点による観測記録を追加
的に整備した．これにより地震動予測式を作
成する際により質の高いデータを利用でき
ることを期待される．④2011 年東北地方太平
洋沖地震の観測記録のうち，地盤デ ータの
整備されていない観測点に対して，常時微動
測定を行い，地盤増幅特性を NEHRP による地
盤分類ごとに定量的な評価を行った． 
 
４．研究成果 
 本研究では，多岐にわたって研究成果を得
られているが，ここに取り組んだ研究項目の
うち，特に重要な成果について選択しその概
要を記す． 
（１）巨大地震の距離減衰特性に関する検討 
①東北地方太平洋沖地震の際に，マグニチュ
ード９クラスの超巨大地震において世界で
初めて多数の強震記録が得られて，これによ
って，これまでに分からなかったマグニチュ
ード８クラスの地震より規模の大きい地震
の距離減衰特性が検討できるようになった．
本研究では，東北地方太平洋沖地震の強震記
録のデータベースを作成するとともに，既往
の距離減衰式や過去に発生したモーメント
マグニチュード8クラスの地震記録との比較
検討により，図１に示すように，東北地方太
平洋沖地震の地震動最大値の強さは，断層最
短距離を用いた場合，Mw8.3 の 2003 年十勝沖
地震と同程度であることを見いだし，2010 年
チリ地震等のデータと合わせて，地震動最大
値の強さはMw8.3を超える巨大地震ではマグ

ニチュードに依存せず飽和する現象を明ら
かにした． 
②また，東北地方太平洋沖地震の距離減衰
特性は，距離の定義によって傾向が異なるこ
とが確認され，等価震源距離を用いた場合，
断層最短距離を用いた場合の地震動の飽和
現象は緩和されることを確認し，距離の定義
により地震動の距離減衰特性が変化するこ
とが確認できた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 2011年 Mw9.1東北地震と2003年 Mw8.3
十勝沖地震の距離減衰特性の比較 
 
（２）震源距離の影響に関する検討 
東北地方太平洋沖地震の検討では，距離の
定義による影響を確認された．また，上盤効
果など距離の定義に由来する問題点も明ら
かになってきた．これらの検討結果から，地
震動予測式の定式化においては，距離の定義
が重要であることが分かってきた．そこで，
本研究では，距離の定義について新たな距離
の提案と既存の距離の定義の改良を行った
うえ，その影響について検討を行った． 
①強震動生成域までの最短距離 
断層最短距離の代わりに，断層面のうち，強
震動生成域までの最短距離を新たに提案し
て，それによる影響を検討した．その結果，
提案の距離の定義により，地震動のばらつき
は断層最短距離より若干改善されることを
確認できた． 
②中線距離の提案 
断層の中線までの最短距離を中線距離とし
て定義した場合，地震動のマグニチュードに
関するスケーリングはバイリニア式によっ
て超巨大地震まで適用でき，上盤効果など距
離の定義に起因する現象も大きく改善され
ることが分かってきた． 
③断層破壊伝播効果を考慮される距離の検
討 
断層のすべり分布など詳細な震源情報が分
かっている場合，等価震源距離を改良するこ
とにより，断層破壊伝播効果が地震動予測式
に含まれることを確認された．このことから，
更なる高精度な地震動予測式が開発できる
と期待される． 
（３）地震動予測式の定式化における震源特
性に関する検討 
 本研究は，計画段階において，断層近傍の
地震動予測に重要な断層破壊伝播効果，上盤
効果などについて地震動予測式の定式化に
おいてモデリングすることを考えていた．本
研究では，これらの問題について，以下のよ
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うな検討を行った． 
①上盤効果：中線距離を採用するにより，そ
の影響はある程度簡易に評価できることを
示されている． 
②地表断層地震の断層極近傍における地震
動特性：中線距離を用いた地震動予測式にお
いて適宜に近距離飽和項を加えることによ
って簡易に評価できることを確認できた． 
③断層破壊伝播効果：既往の研究で提案され
ている外部関数による補正方法の代わりに，
距離の計算によりその効果を地震動予測式
に内在的に評価できる方法を提案した． 
（４）伝播特性の検討 
①中小地震の距離減衰特性 
小地震の減衰特性は大地震に比べて高減衰
率になっていることが多いことが観測記録
から判明し，観測記録の分析と地震動シミュ
レーションの両面から検討を行い，地震動予
測式においてそれを簡易に評価できる方法
を提案した． 
②火山フロントによる影響の簡易評価法の
提案 
既往の研究で提案されている補正方法とは
別に，粘性減衰係数に変化を持たせることに
より，地震動予測式により簡易に評価できる
方法を提案した． 
（５）データベースの構築 
2011年Mw9東北地方太平洋沖地震をはじめ，
近年日本において発生した主な地震をター
ゲットに，震源情報のデータ，強震観測記録
及び強震観測点の地盤情報を収集して，デー
タベースを構築した．収集した強震記録につ
いて，地盤増幅特性の簡易評価式を用いて観
測記録をVs1.5km/s程度の硬質岩盤上のもの
に変換したうえ，地震動予測式を作成するた
めのデータセットを作成した．ほかに、比較
的に硬い地盤に設置されているダム観測点
による観測記録についても整備を行った。 
（６）中線距離を用いた地震動予測式の構築 
上記のデータセットを用いて，中線距離を用
いた地震動予測式を作成した．地震動予測式
では，シンプルな点震源モデルを用いて，さ
らに従来の地震動予測式で用いるパラメー
タ（Mw,断層平均深さ，地震タイプ）に加え
て，地表地震断層地震というカテゴリを用い
た．また，上盤効果の評価は中線距離を用い
ることにより地震動予測式のみでもある程
度評価できるようになった．作成した地震動
予測式と 2016 年 4月 14 日，16 日に発生した
Mw6.2，Mw 7.0 熊本地震による観測記録と比較
して，両者概ね一致することを確認でき，本
研究による地震動予測式はおおむね妥当な
ものであることを確認した． 
（７）地震動継続時間の予測式に関する検討 
 地震動の応答スペクトルから地震波を作
成する際に重要な継続時間の予測式につい
て検討を行い，地震動の累積パワーに基づき
より高精度な地震動継続時間の予測式を新
たに作成した．作成した予測式による結果は
観測記録と整合することを確認できた． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 本研究で開発した地震動予測式（赤い
実線）と 2016 年 Mw7.0 熊本地震の観測記録の
比較例（赤い破線は 0.4 秒より短周期成分の
地表地震断層地震の結果を示すものである） 
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